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はじめに
　20１3年 9 月１2日、中央教育棟の 2 階にラーニ
ング・コモンズ（愛 称：SPACe）が 開 設 され
た。これに伴い、１５年近くにわたって創価大学
の学習支援の推進役となっていた教育・学習支
援センター（英語名称 Center of Excellence in 
Teaching and Learning、以下 CETL と略す）
から学習支援機能を分化・独立させる形で総合
学習支援センターが誕生した。ラーニング・コ
モンズ“SPACe”や総合学習支援センターは、
創価大学内ではアクティブ・ラーニングの推進
役として期待されている。SPACe には、私達
関係者の予想を上回る平日 １ 日あたり約2,000
名が来館しているが 2 、これは SPACe の多面
的な機能にとどまらず、創価大学が取り組んで
きたアクティブ・ラーニングという土台があっ
たからではないかと思われる。したがって本稿
では、「アクティブ・ラーニング」という 視 点
から創価大学のこれまでの取り組みを振り返り
ながら、新しく設置された SPACe の設立意義
について 考 察 していきたい。なお、アクティ
ブ・ラーニングは多義的な側面があるが、ここ
では暫定的に「一方通行の講義ではなく、学生
の能動的な学び、主体的な学びを促す教育方法
を指し、協同学習法などが含まれる」と定義す
る。
　SPACe という名称は、Student Performance 
Acceleration Center の 略 語 であるが、これに
は 2 つの 意 義 を 有 している。第 １ に「学 びの
場」としての「ラーニング・コモンズ」の愛称
としての意味を持っている。「学びの場」とし
ての SPACe では、約2000㎡という広い空間に、
協同学習・語学学習・自習・PC・学習相談エ
リア、日本語・英語ライティング支援・図書館
サービスなど多くの機能を凝縮している。第 2
に、「学びを支援する機関」としての「総合学
習支援センター」の英語名という意味がある。
総合学習支援センターは、CETL から学習支援
機能を分化・独立させる形で学士課程教育機構
（英語名：School for Excellence in Education-
al Development、略称 SEED）内に設置された。
学士課程教育機構は、学士課程教育の質的向上
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に必要なプログラムの開発と授業展開、評価・
改善を図る機関として、それまで設置されてい
た共通科目運営センター、CETL（当時の名称
は教育・学習活動支援センター）、ワールド・
ランゲージ・センター（英 語 名 称 World Lan-
guage Center、以下 WLC と略す）を統合する
形で20１0年 4 月に設置されたもので、機構長に
は寺西宏友副学長が就任した。
　ところで、SPACe を運営する事務組織は総
合学習支援オフィスが担当している。同オフィ
スは20１3年 6 月にそれまで学事課内に設置され
ていた学士課程教育機構事務室と情報システム
部が統合したもので、学習支援課とシステム支
援課の 2 課体制となっている。
　本稿の構成は下記の通りである。第 １ 章では
創価大学のアクティブ・ラーニングの取り組み
について整理する。第 2 章では SPACe 設立の
背景と経緯について紹介する。第 3 章では設立
以降の SPACe の利用状況を分析しながら今後
の課題を浮き彫りにする。最後に結論として創
価大学がアクティブ・ラーニングを推進する上
での SPACe の役割について考察する。
1 ．創価大学のアクティブ・ラーニングの歩み
　本学がアクティブ・ラーニングに対して「組
織的」に取り組むことになったのは、2000年に
CETL（当初は教育・学習活動支援センター）
の設立に始まる。同年、ミネソタ大学への協同
学習研修に 2 名が派遣され、帰国後に学内で報
告会と協同学習に関するワークショップを開い
た。これを受け、本学では翌年から協同学習指
導法の導入を始めた。また、経済学部は200１年
よりインターナショナルプログラム（Interna-
tional Program: IP）を開始した 3 。これは英語
で経済学を学ぶもので、現在でも授業ではグ
ループで取り組む課題が多く出されている。
2002年と翌年には、CETL が久留米大学の安永
教授を迎え、経済学部／経営学部の教員を対象
に 話 し 合 いによる 学 習（Learning Through 
Discussion: LTD）に関するセミナーを実施し
た。その後、両学部では基礎演習や専門科目で
実践されていった。のちに法学部も LTD 研修
を実施し、活用されている授業もある。その後
も、協同学習法の分野で世界的に著名なジョン
ソン 博 士（2007年）やケーガン 博 士（2003・
20１１年）を招いて講演会等を実施するなど学内
での定着化を図ってきた。
　さらに PBL （project/ problem based learn-
ing）を活用した学びも、本学がアクティブ・
ラーニングの定着化を図る上で大きく寄与した
といえる。経済学部では１998年より毎年 １ 回ゼ
ミ対抗論文発表大会を開催している。ゼミ単位
で学び、公開発表する機会をもつことは学生に
よる主体的な学びを後押しすることになった 4 。
また、全 学 規 模 でも2008年 の 創 価 大 学 FD
フォーラムで PBL をテーマにした研修を実施
し、静岡県立大学の経験について紹介された。
これを受け、経営学部が2009年より PBL 型の
グループ演習（ １ ・ 2 年）を必修化した。また
20１１年には法学部で PBL に関する FD 研修会
を実施するなど着実に学内に定着しつつある ５ 。
　以上のようなアクティブ・ラーニングの方法
の研修の他にも、本学では「学生同士の学び」
をサポートする試みが各機関によって実施され
てきた経緯がある。たとえば、図書館では2004
年より全学読書運動（Soka Book Wave）が実
施 されている。また CETL は2008年 に ｅ ラー
ニング教材をチームで学び、それを数学チュー
ターがサポートすることで、数学の苦手意識克
3 　詳しくは、本号関田論文を参照のこと。
4　この論文発表大会を土台に学外でのプレゼンテーション大会に挑戦し、連続して優勝するなど成果を示すゼミ
も登場してきている。
5　河合塾のアクティブ・ラーニングに関する書籍で本学の経済学部・経営学部のことが取り上げられた（河合塾
[2011]）。
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服につなげようとした試みである「数学マスマ
ス・キャンペーン」を実施した。WLC は学生
チームをつくり TOEIC の点数アップにつなげ
るという「シュリーマン・リーグ」を20１3年よ
り実施している。これら以外にも　CETL が基
礎 ゼミ SA（スチューデント・アシスタント）
研修会を経済・経営・文学部を対象に実施した
り、残寮生研修会でのディスカッション・スキ
ル講座を実施してきた。
　表 １ は、本学の教育改善の取組み例で、一般
的に教育 GP と呼ばれる文部科学省から補助金
を受けてきた事業の一覧である。アクティブ・
ラーニングに直接的に関すると思われたものだ
けでも 6 事 業 ある。このうち、「平 成１５ 年 度　
特色ある大学教育支援プログラム」「平成１9年
度　現代的教育ニーズ取組支援プログラム」「平
成2１年度　大学教育・学生支援推進事業【テー
マＡ】」の 3 つは CETL が中心的な役割を担っ
ての取組みである。また、「平成１9年度　特色
ある大学教育支援プログラム」「平成22年度・
大学生の就業力育成支援事業」の 2 つの事業は
経済学部が取組みの中心となっていた。もう １
つの「平成2１年度　大学教育・学生支援推進事
業【テーマＡ】」は学士課程教育機構内に設置
されたグローバル教育推進センターが運営の中
心的役割を担っている。
　こうした本学の地道ともいえる教育改善やア
クティブ・ラーニングの取組みの土台の上に、
平成１５年度　特色ある大学教育支援プログラム
　「学生中心の大学」のための教育・学習支援　－教育・学習活動支援センターの取組－
平成１6年度　法科大学院等専門職大学院教育推進プログラム
　法科大学院における要件事実教育の充実と発展
平成１7年度　資質の高い教員養成推進プログラム　学校現場との連携による教職キャリア形成
平成１9年度　特色ある大学教育支援プログラム　 ※経済学部
　グローバル化時代の経済学教育　－英語で学ぶ経済学が未来を切り開く－
平成１9年度　現代的教育ニーズ取組支援プログラム
　学生が協調的に作問可能なＷＢＴシステム　－ＩＣＴを活用した自律的学習の推進－
平成20年度　戦略的大学連携支援事業
　八王子未来学の構築を目指した大学・市民・行政からなる大学連携と実践活動の高度化
平成2１年度　大学教育・学生支援推進事業【テーマＢ】
　ポートフォリオ等を活用した進路就職決定率と満足度向上の取組
平成2１年度　大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム
　北海道・関東・東海・近畿の大学連携による「知域」拡大プロジェクト
平成2１年度　大学教育・学生支援推進事業【テーマＡ】
　初年次・導入教育を支える学習支援体制整備
平成22年度・大学生の就業力育成支援事業　※経済学部
学問・世界・仕事へのリンクが育む就業力　専門教育と就業力をつなげるカリキュラムならび
に個別学習マップの構築
平成24年度　文部科学省「グローバル人材育成推進事業」（特色型）
表 １ 　創価大学の教育改善の取り組み（GP) 一覧
注） これまでの創価大学が獲得したいわゆる教育 GP のうち、アクティブ・ラーニングに直接的に関係すると思わ
れる事業にはアンダーラインを引いた。
出所）筆者作成。
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20１0 年 4 月 にはグローバル・シティズンシッ
プ・プログラム（GCP）が開設された。これは、
地球市民育成を目指し、各学部に所属したまま
参加できる学部横断型プログラムで希望者の中
から １ 学 年 約30名 が 選 抜 されるものである。
佐々木論文に詳しく記されているが、GCP は
集中徹底した英語教育、数理能力のトレーニン
グ、奨学金給付（返還不要）による海外研修、
協同学習を軸とする独自ゼミを特徴とし、あら
ゆるところでアクティブ・ラーニングの要素を
盛り込んでいる。たとえば、独自ゼミでは １ 年
次前期にはリーダーシップについて学び、 １ 年
次後期の独自ゼミでリサーチ法を学びながら、
海外研修先に関するテーマを学生が主体的に選
び、協同学習を行う。それを踏まえて １ 年次の
2 月に海外研修先でフィールド調査を実施し、
それを現地において英語で発表する。さらに 2
年次前期にはポリシースタディ、 2 年次後期に
はグローバルイシューと視野を広げながら 2 年
次１2月には成果報告会を学内外に公表する形で
開催し、報告書も作成している。例えば、筆者
の二人が引率した20１4年 2 月にはフィリピンの
ミンダナオ島カガヤン・デ・オロ市において、
本学の交流校であるキャピトル大学の協力のも
と次の 6 つのテーマでフィールド調査と発表を
行った。
　①文化：フィリピンの出席率低下
　②行政： フィリピンにおける医療保険の自己
負担率
　③医療：フィリピンにおける虚血性心疾患
　④経済：フィリピンの出稼ぎ労働者
　⑤教育：フィリピンにおける小学校教育
　⑥環境：フィリピンにおける持続可能な農業
　各グループには経験豊かな教授陣と学生補助
員がつき、統計局、厚生省、公立・私立小学校、
市教育委員会、社会保険局、農村、国立・私立
病院、地域訪問など幅広い機関で情報収集、ア
ンケート・インタビュー調査を行った。　
　先述したように GCP は １ 学年30名程度と相
対的な割合は学内では小さいものの、各学部に
所属しながら学ぶ学部横断的な要素を持ってい
たことから、学 内 に「ラーニング・コミュニ
ティ」が創出された波及効果は少なくなかった
と思われる。
2 ．SPACe 設立の背景と経緯
　前述のような取り組みに加え、本学では2020
年の開学５0周年を目指したグランドデザインを
2008年より策定し始めた。その中でグランドデ
ザイン検討委員会が2009年にライティング・セ
ンターの設置に関する諮問を行った。これは学
生の日本語文章能力の向上と、学生指導を専門
的に行う機関の設置が必要との認識からきてい
た。この案件に関するワーキング・グループは
審議を重ねた結果、ライティング・センターを
包含した「総合学習支援センター」構想を答申
し、20１0年 4 月に発表されたグランドデザイン
でも明記された。この構想は中央教育棟の設計
段 階 でも 反 映 され、「学 びの 場」 としての
SPACe につながっていった。
　さらに「総合学習支援センター」構想の追い
風となったのが、2009～20１１年度に獲得した教
育 GP である「大 学 教 育・学 生 支 援 推 進 事 業
【テーマＡ】」の獲得である。これは初年次・
導入教育を支える学習支援体制整備を目標とす
る事業であった。その結果、授業と連動した学
習支援サービスや成績不振者へのセフティネッ
トとなる「オアシス・プログラム」の 導 入 な
ど、20１3年 9 月に発足した総合学習支援セン
ターにおける学習支援活動の基盤をつくること
になった。
　また、学内での個別・協同学習スペースと
いった「学びの場」のニーズの高まりも SPACe
の環境整備に影響を与えた。たとえば、本学で
は比較的早くから授業アンケートを実施してい
る。その中で授業外学習時間の全科目平均は
2006年度前期が2.１５（ 2 が30分程度、 3 が １ 時
間程度）であったのが、20１3年前期には2.83ま
で増加した。さらに、授業課題としての協同学
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習の活用を行うことが増した。「学びの場」と
いう意味では大学として経済学部が2007年に独
自のラウンジ FEEL の設置し、学生スタッフ
が専門科目をフォローアップしたり、学生同士
が学びあえるようにした。GCP も独自のラウ
ンジを20１0年に設置し、20１3年 3 月には中央図
書館にコモンズを設置するなど環境面の整備を
してきた。にもかかわらず、教育棟のロビーや
廊下に設置している机や、授業で使われていな
い教室、食堂等において学び合う光景が日常的
にもられるようになっていった。さらに関係者
が国内のラーニング・コモンズを視察する中
で、本学のラーニング・コモンズでは協同学習
スペースを大幅に増やすことになった。
　20１3年 7 月頃になると、SPACe の運用に関
する重要事項が決定してきた。第 １ に、新しく
できるラーニング・コモンズの 通 称 が SPACe
に決定した。発案者は関田 CETL センター長
であり、学生の潜在力を存分に引き出そうとい
う本学のキャッチフレーズ（Discov-
er your potential）に基づいている。
第 2 に、SPACe のロゴについては
三津村正和 CETL 特別センター員
（当時）が原案をつくり、下記のよ
うに決定された。これには多様な考
え方をもった学生や情報が SPACe
に集い、学びの化学反応を起こすこ
とで創造性が培われるという意味が
込められている。第 3 に、学生の主
体性を重視する観点から SPACe 学
生ボランティアを募集することにし
た。 3 度の説明会を設け、募集した
結果、 2 ～ 4 年生の27名の学生が希
望し、代表者は金田佳子さん（経済学部 4 年）
に決まった。第 4 に、開館時間帯や利用可能者、
マナー、予約スペースなどの運用に関するルー
ルが決定した。
　図 2 は20１3年 9 月１2日 にオープンした SPACe
の見取り図である。まず WLC Self-Access Cen-
ter は、チット・チャット・クラブ（英語初級）、
イングリッシュ・フォーラム（英語中級以上）、
グローバル・ビレッジ（１0か 国 語 による 会 話
ゾーン）、英語相談室で構成される。その右に
ある C-Zone は約１00席ある個別学習スペース
で、ここでは静寂な環境を維持している。半円
形 のラーニング・アリーナではプレゼンテー
ションやセミナー、後述するようなシェア・タ
イムで活用されている。協同学習をするのに適
しているピアーラーニング・アリーナでは様々
な形態の机や椅子が設置されており、その用途
に応じて使い分けることができるようにしてい
る。また、入口付近には数学個別指導やオアシ
図 1 　SPACe のロゴ
図 2 　ラーニング・コモンズ SPACe の見取り図
 （出所）『SEED』第 ５ 号、 3 頁。
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ス・プログラムを行う SPACe den や英語と日
本のライティング・センター、英語のスピーキ
ング・センター、 3 つのセミナールーム、PC
自習室、DVD 教材のグループ鑑賞室等が設置
されている。このうち、セミナー室、和、ヴュー
イング・ルーム、ブースは利用予約が可能であ
る。
　なお、中央教育棟では１１6教室の半分以上が
可動式の机・椅子にし、アクティグ・ラーニン
グを存分に実施している環境を整えている。さ
らに、SPACe 以外にも地下 １ 階や 4 階に机や
ソファーを備えたラウンジが設けられ、廊下等
や研究室階の踊り場にも机等が並べられるなど
至る所で学生が個人やグループで主体的に学べ
る場が設けられている。
3 ．SPACe の利用状況
　表 2 は SPACe が開設された20１3年 9 月～１2
月までの平日 １ 日当たりの入場カウント数を月
別にまとめたものである。 9 月～１１月にかけ増
加し続け、１１月には平日 １ 日当たりの入場カウ
ント数は2１00人以上となった。 9 月の開設当初
は見学にくる学生・院生らが多くみられたが、
１0月以降は実際に個別・グループ学習で活用し
ている学生の姿が目立つようになった。１2月に
は少し減少はしているものの、それでも2000名
を超えている。
　次に、図 3 は学部別の利用者数（入場カウン
ト数）を表したものである。SPACe がある中
央教育棟では経済学部、経営学部、文学部の授
業が行われ、教員の研究室もあることから他の
棟にある他学部と比較しても利用者が多い。な
かでも経済学部は平日 １ 日あたりの平均入場カ
ウント数が660人と群を抜いている。これは 4
学年の定員が１000人であることからしてみても
非常に多くの学生が日常的に利用していること
が示されている。実際に筆者が観察したところ
でも、同学部の IP やゼミ等の課題を協同学習
エリアやセミナールームで 行ったり、イング
リッシュ・フォーラム、チット・チャット・ク
ラブ等の語学学習エリアを利用している光景が
よく見られた。
　次に学部・学年別で利用者を示したのが表 3
である。SPACe 開設から学生だけでも 4 か月
で１3.５万人、大学院生や教職員を合わせると述
べ１５万人が入館したことになる。学年別では、
学部利用者の 4 割を １ 年生が占めている。授業
の課題としてチット・チャット・クラブやイン
グリッシュ・フォーラムの利用を掲げている英
表 2 　月別利用者数の推移（2013年 9 月～12月）
学　部　生 院　　　生 教職員／その他 合　　　計
9　月 1585 46 212 1843
10　月 1683 44 189 1916
11　月 1951 40 185 2176
12　月 1881 37 176 2094
9 月～12月平均 1792 41 189 2022
（注）平日 1日当たりの入場カウント数。
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図３ 学部別利用者数（入場カウント数） 
（注）2013年9月～ 12月の平日1日当たりの入場カウント数（利用者が少ない看護学部を除く）。 
図 3 　学部別利用者数（入場カウント数）
（注） 20１3年 9 月～１2月の平日 １ 日当たりの入場カウ
ント数（利用者が少ない看護学部を除く）。
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語科目もある。他方で 3 年生の割合が他学年と
比較しても低い。また、教育学部と工学部は中
央教育棟から離れているが、 9 月～１2月の月別
利用状況をみると増加傾向にあり、SPACe が
少しずつ浸透しているものと思われる。教育学
部では学生の発表を SPACe 内のラーニング・
アリーナで行っているゼミもある。
　総合学習支援センターは、CETL が推進して
きた学習部門を引き継ぎ、SPACe 内で各種の
学習支援サービスを実施している。表 4 はその
利用状況をまとめたものである。学習セミナー
は20１3年度後期に昼休み、 4 時限目、 ５ 時限目
に 7 カテゴリー（コミュニケーション能力、自
己管理能力、思考能力、プレゼンテーション能
力、読解力、文章能力、ノート・テーキング）
の24講座、延べ１５0回実施した。20１3年度前期
の学習セミナーの学部生参加者合計は１97人で
あったことを考えると、後期利用者が460人に
2 倍以上に増加しているといえるが、学生への
広報面で改善の余地があると考えられる。学習
セミナーでは、教育学部と法学部の利用者が入
場カウント数と比較して多かった。レポート診
断やレポートチューターは、学習ポータルサイ
トや SPACe のヘルプ・デスクで申し込み、日
本語レポートの添削指導を受けるサービスであ
る。授業のレポート課題を出す際に SPACe の
「レポート診断サービス」の活用している例も
見られる。数学チューターは数学教育の経験が
豊かな元高校教師のチューターが個別に数学を
教えるもので、文学部と経営学部の利用者が比
較的多い。また、表 4 には記載していないが、
ラーニング・アリーナを使い、学生・留学生・
教職員が「学び」をテーマに放課後に発表し
あっているシェア・タイムがある。20１3年 9 月
１6日～１2月１2日で１44件の発表があり、アリー
ナ内で話を聞いた参加者だけでも約１５00人に達
した。予約が可能なセミナールーム等の稼働率
も高く、関係者が当初想定していた以上の利用
者数、活用状況にある。
　SPACe の日常的な懸案事項を話し合う場と
表 3 　学部・学年別の割合　　単位　％（合計カウント数のみ実数）
学　年 経　済 経　営 法　学 文　学 教　育 工　学 学部生合計
1年生 45.8 40.9 29.8 36.4 40.6 56.6 40.9
2 年生 23.5 23.0 27.3 25.1 20.1 21.9 23.8
3 年生 11.0 21.2 19.8 19.2 19.6 10.4 16.1
4 年生以上 19.7 14.9 23.0 19.2 19.8 11.2 18.7
合　　計 100 100 100 100 100 100 100
合計カウント数 49,752 22,879 18,387 26,724 10,062 7,303 135,782
（注）2013年 9 月12日～2014年 1 月12日までの累計入場カウント数。
表 4 　学部別・学習セミナー等の利用者数
学　　年 経　済 経　営 法　学 文　学 教　育 工　学 看　護 学部生合計
学 習 セ ミ ナ ー 100 62 80 90 99 25 4 460
レ ポ ー ト 診 断 14 18 12 40 8 3 0 95
レポートチューター 7 15 4 2 5 3 0 36
数 学 チ ュ ー タ ー 0 60 30 75 0 0 0 165
学 習 相 談 24 23 6 48 8 4 0 114
合　　計 145 178 132 255 120 35 4 869
（注）2013年 9 月12日～ 1月 7日における延べ人数。なお、学習相談にはオアシス・プログラム受講者も含んでいる。
39特集論文 ｢主体的学びを促す学習支援」
して週 １ 回の SPACe 定例会を設け、 9 月より
正副センター長、総合学習支援オフィス部長、
学習支援課長らが参加して一つひとつ議論を積
み重ねている。その中で一番頭を悩ましている
のが利用者のマナーに関する事であった。例え
ば、SPACe 内の飲食は蓋付きのペットボトル
やマイボトルのみ可能であるとしている。しか
し周知が不十分であることも影響して、うっか
りと飲食する学生が散見された。そこで１１月よ
り毎月 １ 回、教職員に学生ボランティアやヘル
プ・デスクアルバイトの 代 表 が 参 加 しての
「SPACe マナー向上委員会」を開催し、「いか
に SPACe の学びの環境が向上するか」をテー
マに一緒に考えてきた。その中で、年に 2 回ほ
どマナーキャンペーンを設けようということに
なり、第 １ 回目を20１3年１2月 9 日～１4日に行っ
た。その間、マナー川柳を募集したところ、77
作品が集まり、優秀作品を表彰して SPACe 内
で掲示した。優秀作品として表彰されたのはつ
ぎの ５ 点であった。「SPACe は　みんなの学び
と　マナー 美 場」「イエー（家）じゃない　周
りをきづかう　空 間（SPACe）だ」「消 しカス
は　学んだ証　君のもの」「ふた付きは　いく
ら 飲 んでも　怒 られない」「席 ひとつ　あけれ
ば新たな　学びあり」。
4 ．結論
　本稿を執筆している時点で SPACe オープン
から ５ カ月が経過した。SPACe の効果を総括
するには時期尚早であると思われる。その上で
いえることは、SPACe の多面的な機能にとど
まらず、創価大学が取り組んできたアクティ
ブ・ラーニングという土台があったことが予想
を上回る利用者数や活用状況につながっている
ということである。
　今後の SPACe や総合学習支援センターの課
題は多岐にわたるが、筆者は要約すれば学部の
ニーズに合わせた使い方を示すことにあると考
えている。想定される取り組みとしては、新入
生が SPACe の利用の仕方を知る機会を創出
（新入生ガイダンスでの紹介、基礎ゼミの １ 回
分を SPACe 見学と兼ねてセミナー室での開催
など）がある。また授業と連動して「レポート
診断」を活用したり、成績不振者になりうる学
生が早期に総合学習支援センターにつながった
りすることで、小さな「つまづき」の段階で対
応 できるようにすることも 考 えられる。また
SPACe には図書館のレファレンス・スタッフ
がカウンターにつくことから、一部のゼミで実
施した卒業論文に向けたレファレンス講座を拡
大 することも 考 えられる。SPACe が 一 種 の
ショーウインドーとして、多様な学び方を学生
や教員が学び、それが全学の授業や学生の活動
に拡大していくことを目指している。
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